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一般会計予算決算常任委員会全体会審査日程 

 
日時 平成 30 年 8 月 31 日 

場所 議場 

 

議案第５８号 平成２９年度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

審査 
番号 

項  目 ページ 審査事業 担当課 

① 
資料説明 

総括説明 
  

企画政策課 

財政課 

 



事務事業評価シートの記入例 平成３０年第３回定例会一般会計予算決算常任委員会　企画政策課

No

7 3 2

11 1

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

※上段：目標　中段：実績　下段：達成率

④ ② ①

③ ⑤

⑥

⑦

資料１

平成２９年度 事務事業評価シート 課・局・室・所（係） シティセールス課 地域政策係 1

ふるさと山陽小野田応援事業

事
業
概
要

本市では、平成20年7月からサポート寄附金（ふるさと納
税）を募り、自主財源の確保に努めている。平成28年度か
ら更なる自主財源の確保、地域経済の活性化等を目的と
して、寄附者に対して返礼品を送付するとともに、寄附金
納付方法の簡素化（クレジット払い）を行っている。

対象 本市を応援したい方

手段 サポート寄附金の受入、返礼品の送付。チラシ配布等による制度の周知

意図 自主財源の確保及び地域経済の活性化

施
策
体
系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

効率的で健全な行財政基盤づくり 財政運営の健全化 自主財源の確保

実施計画名 事務事業名

ふるさと納税促進事業

支
出
内
訳

報償金 0 6,202,525 12,320,097 13,500,000

歳　　出
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円） 予算額（円）

印刷製本費 496,800 707,000

消耗品費 5,298 21,352 7,778 25,000

手数料 444 236,825 387,976 451,000

通信運搬費 30,067 122,241 247,962 350,000

0 0

歳　　入
Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

決算額（円） 決算額（円） 決算額（円）

合　　計 35,809 6,582,943 13,460,613 15,033,000

予算額（円）

財
源
内
訳

割
合

35,809 6,582,943 13,460,613 15,033,000

合　　計 35,809 6,582,943 13,460,613 15,033,000

1 チラシ等の配布枚数 活動

2000枚 3000枚 3000枚

交付税
算入

無
0.5 2,714,297

活動指標又は成果指標 Ｈ２７ H２８ H２９ Ｈ３０

会計種別 一般 臨時
H２９人件費

概算

人工数 人件費（円）

3000枚

1210枚 3350枚 1960枚

60.5% 111.7% 65.3%

2 サポート寄附件数 成果

100件 535件 550件

40,000,000円

4,701,000円 22,557,000円

1050件

92件 564件 1072件

92.0% 105.4% 194.9%

38,133,000円

117.5% 150.4% 190.7%

H29
目標
達成
度

課題及び改善策 今後の方向性

激しい自治体間、地域間競争が叫ばれるなか、自
主財源の確保及び地域経済の活性化は本市に
とっても喫緊の課題である。そのため、本市のサ
ポート寄附については更なる増額を目指し、ＰＲ
方法や返礼品の種類を増やす等早期に検討した
うえ、実行していく必要がある。
なお、当該事業の業務量としては、寄附額の受入
（伝票作成）や発注、商品代金の支払い等があ
り、寄附額の増加に伴い業務量も増えるため、事
業の拡大に向けて、今後業者委託の活用等業務
内容の見直しや人役確保を検討する必要があ
る。

成
果
の
方
向
性

拡充 ✔

A

3 サポート寄附金額 成果

4,000,000円 15,000,000円 20,000,000円

特記
事項

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

現状維持

縮小

休廃止
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１ 「Ｈ２９目標達成度」について 

   目標達成度は、平成２９年度の成果指標に基づいて判定する。成果指標の設 

定が１つもない場合は、平成２９年度の活動指標に基づき判定する。 

成果指標又は活動指標が２つ以上ある場合は、達成率の平均から判定する。 

・目標達成度の判定基準は次のとおり 

    Ａ 達成率が 100％以上の場合 

   「目標値」を言葉で表している場合で、達成率が 100％以上と考える場合 

Ｂ 達成率が 75％以上 100％未満の場合 

 「目標値」を言葉で表している場合で、達成率がおよそ 75％以上 100％未 

満であると考える場合 

Ｃ 達成率が 50％以上 75％未満の場合 

   「目標値」を言葉で表している場合で、達成率がおよそ 50％以上 75％未 

満であると考える場合 

Ｄ 達成率が 50％未満の場合 

  「目標値」を言葉で表している場合で、達成率がおよそ 50％未満であると 

考える場合     

※目標設定がそぐわない事業は空欄のままとする。 

 

 

２ 「今後の方向性」について 

   成果指標、平成２９年度の目標達成度並びに課題及び改善策等を踏まえて、「成

果の方向性」と「コスト投入の方向性」から今後の事業の方向性を判断し、①か

ら⑦までの該当する箇所にチェックを１つ入れる。 

・今後の方向性の視点は次のとおりである。 

① 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断し、今後コ

ストと成果のいずれも拡大する。 

② 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断し、今後コ

ストを維持しつつ、業務の改善などで、成果を拡大する。 

③ 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断するもの

の、今後コストは縮小し、業務の改善や事業の実施主体の変更、受益者負

担を検討するなど効率性を向上させることで、成果を維持する。 

④ 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断するもの

の、今後コストは縮小し、業務の改善や事業の実施主体の変更、受益者負

担を検討するなど効率性を向上させることで、成果を拡大する。 

⑤ 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が有効と判断し、今後コ

ストを維持し、成果も維持して事業を実施する。 
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⑥ 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が事業の統合、規模、内

容、実施主体の見直し等が必要と判断し、今後コストと成果のいずれも縮

小する。 

⑦ 総合計画の施策や成果指標等を踏まえて、本事業が事業の休止、廃止が必

要と判断し、今後事業を終了する。 

   ※ハード事業等、年度によって事業費が異なる場合、計画どおりに事業を進め

ているときは、「コスト投入の方向性」は現状維持とする。 

※平成２９年度に終了した事務事業は、今後の方向性は空欄とする。 

 












